
＜機械・農作業の共同化を実施している事例＞

○稲わらを利用した循環型農業への取り組み

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道石狩市 浜益
いしかりし はまます

協 定 面 積 田（99％） 畑（1％） 草地 採草放牧地
258ha 米､麦､牧草､ソバ

交 付 金 額 個人配分分 50％
2,080万円 共同取組活動分 農地・農道・水路の点検整備 0％

（50％） 多面的機能増進活動 6％
生産性収益の向上・担い手の育成 40％
事務費その他 4％

協定参加者 農業者 ７５人

２．取組に至る経緯

本地域は、極めて小さな一戸当たりの経営面積、高い高齢化率、後継者不足や後

継者を含めた兼業化の進展、米価の低迷など生産条件の後退が著しく、営農意欲の

減退と集落活力の低下が見られ、農業振興上大きな課題となっている。

今後は、このような状況からの脱却を目指すため、作業効率向上のための農業機

械の共同利用の推進、作物生産環境の改善のための生産基盤整備の推進や労働力不

足の解消のための作業受委託の推進等を、これまで以上に集落の総力を結集し、新

たな発想と工夫、実践を駆使した中で進めていく事が必要である。

３．取組の内容

○生産基盤整備の実施（農道整備 目標362ｍ、用水路の改善 目標20km）

○作業受委託の推進（当初53ha 目標73ha（協定農用地面積の28％））

○農業機械の共同作業・利用による営農の効率化・低コスト化

（当初18ha 目標45ha（協定農用地面積の17％））

○担い手の育成（研修会開催 年１回、パンフレット等による啓発）

○自然生態系の保全に関する学校教育との連携

（体験学習（アスパラ収穫等）の実施 未実施→年１回）

○稲わらの回収・堆肥づくり

○農村景観の整備（花壇整備・廃プラ処理）

景観作物の作付（地区施設等での花壇整備） ほ場からの稲わら回収作業



［集落の将来像］
当集落は、稲作を中心として、畑作、肉用牛、果樹を取り入れた複合経営及び転作田を活用した施

設野菜等の生産に取り組んでいる。
しかしながら、一戸当たりの経営面積がきわめて些少であり、専業農家の占める割合も低く、後継

者を含めた兼業化の進展、米価の低迷など生産条件の後退が著しく、農業振興上大きな課題となって
いる。
このような現状からの脱却を目指し、当集落を将来にわたり維持・発展していくため、農作業効率

化のための農業機械の共同利用の推進、作物生産環境の改善のための生産基盤整備の推進、労働力
不足を解消するための作業受委託の推進などに取り組んでいく。

［将来像を実現するための活動目標］
○作業の効率化のための農業機械の共同作業・利用の推進
○作物生産基盤環境改善のための生産基盤整備の推進
○労働力不足を解消するための作業受委託の推進

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作管理（田258ha） 廃プラ処理 機械・農作業の共同化
（6t/年1～2回） （18ha（7％）実施、目標45ha）

個別対応 景観作物の作付け 新規就農・認定農業者の育成
（学校･各会館等への花 （研修会等の実施 年1回）
壇へ景観作物として花 一斉防除の実施

水路・作業道の管理 苗を約3,400本作付け） （機械・農作業の共同化による
（水路清掃 年2回） 海浜美化事業 一斉防除で病害虫の駆除、水
（道路草刈 年2回） （小･中・高生等と合同 稲 300ha、果樹1.3ha毎年実施）
農地法面の定期的な点検 海浜清掃を年1回実施） 自然生態系の保全に関する学校
（年1回及び随時） クリン農業の推進 教育との連携
稲わら回収･堆肥づくり事業 （田んぼの畦などﾊｰﾌﾞ苗 （小中学校における体験学習の
（75～110ha/年回） を年3～4,000本移植） 実施（ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽの収穫等））
（15～20t/年）
鳥獣害防止対策 共同取組活動 共同取組活動
（ｼｶの食害防止点滅ﾗｲﾄの設
置、ｱﾗｲｸﾞﾏ罠設置）

共同取組活動

集落外との連携
○地区婦人会、小中学校・高等学校の児童生徒の参加（景観作物の作付け、海浜池の清掃）

４．取組による変化と今後の課題等

○農業生産活動等においては、鳥獣害防止対策でのアライグマ罠購入等を検討し

ているほか、土壌改良事業（堆肥まき事業）の実施を予定している。

○農業生産活動の体制整備では、機械・農作業の共同化をより一層進めていく。

［平成21年度までの主な成果］
・農業生産活動等については、農地法面の安定化をはじめとして、ほ場等の崩壊防止に努めた。また、
稲わら回収・堆肥づくり事業は年々増加しており、環境に配慮した農業生産活動が行われている。
・多面的機能増進活動については、廃プラ処理・景観作付け・海浜美化事業・クリ－ン農業の推進等
の実施によって、地域全体が一体となって美化活動に努めた。

・農業生産活動の体制整備では、一斉防除事業を年２回実施し、病害虫駆除による収量安定を図った。




